
第８　避難・損害賠償の状況について

１　避難状況について
東日本大震災及び原子力災害による県民の避難状況や県の主な取組状況等は以下のと
おり。

⑴　避難者数
避難者数の状況（令和８（2026）年２月）
○　県内    4,409人（※１）
○　県外   18,996人（※２）
●　合計   23,410人（避難先不明者５人含む）

　【避難者の多い県等（県外）】
　①　茨城県 2,142人　　②　東京都 2,096人
　③　埼玉県 2,029人　　④　新潟県 1,702人
　⑤　宮城県、千葉県 1,196人

（※１）福島県災害対策本部調べ（令和８（2026）年２月１日現在）
（※２）復興庁調べ（令和８（2026）年２月１日現在）

⑵　主な取組状況
ア　安定した住まいの提供
原子力災害により避難指示を受けている方等の居住の安定を確保するため、復興公営
住宅の管理を行っている。大熊町及び双葉町からの避難者の応急仮設住宅の供与期間に
ついては、令和８（2026）年３月末をもって終了した。なお、県外の応急仮設住宅につ
いても同様の措置とするよう各都道府県に要請していた。

イ　県外避難者担当職員の派遣
避難先の都道府県に職員を派遣し、避難者受入自治体等との連絡調整や避難者からの
相談対応などを実施している。

ウ　避難者への情報提供
避難者が、ふるさととのつながりを維持し、生活再建や帰還に結び付くよう次のよう
な情報提供を行っている。
・　県外の図書館等の公共施設や避難者が集う交流拠点に地元紙（福島民報、福島民
友）を送付し、避難者等の閲覧の用に供する。また、県外避難者世帯向けに地元紙
ダイジェスト版を制作し送付する。
・　原発特例法指定13市町村からの避難者及び避難指示区域以外からの県外避難者世
帯に対し、県、市町村の広報誌やお知らせ等を戸別送付する。
・　福島の復興に向けた動きや避難者の生活再建や帰還の判断に繋がる情報等を盛り
込んだ地域情報紙「ふくしまの今が分かる新聞」を発行し、県内外の避難者世帯に
戸別送付する。

エ　交流・相談支援
避難者に対して、相談対応や戸別訪問、交流機会の提供などを通して、避難者の個別
課題の把握と解決を図り、関係機関や民間団体等と連携しながら、避難者の生活再建や
帰還に結び付けるため、次のような交流・相談支援を行っている。
・　生活再建支援拠点の設置
　　県外避難者が避難先で直接相談できる場の提供や相談会・交流会等の開催などを
通して、今後の生活再建や帰還に向けて必要な支援を行う。
・　県外への復興支援員配置
　　戸別訪問等により避難者の個々の課題を把握し、専門機関等の具体的な支援につ
なげる。
・　民間団体等が行う支援事業への補助（県外）
　　県外避難者が避難先で安心して暮らし、生活再建や帰還の判断につながるよう、民
間団体等が実施する県外避難者の実情に応じた支援事業に対して、経費を補助する。
・　民間団体等が行う支援事業への補助（県内）
　　避難・被災した県民が、人と人とのつながりや生きがいを持って、前向きに生活
するための、民間団体等が実施する支援事業に対して、経費を補助する。

オ　健康管理や心のケア等に対する支援
・　県内での検査の他、県外に避難されている方を対象に、県外の大学や医療機関等
と連携して甲状腺検査やホールボディカウンターによる内部被ばく検査等を実施し
ている。
・　被災者に対するきめ細かな心のケアに取り組むため、県内４箇所に「ふくしま心
のケアセンター」を設置するとともに、県外の民間団体等と連携し、県外避難者に
対する相談支援や心のケアに取り組んでいる。
・　「ふくしま子どもの心のケアセンター」を設置し、医療・福祉・教育等の関係機
関と緊密に連携しながら、医師や公認心理師などの専門職がアウトリーチ支援等を
通し、子どもたちの心のケアに取り組んでいる。

＊参考（ピーク時（平成24（2012）
年５月））
　○　県内　　102,827人
　○　県外　　 62,038人
　●　合計　　164,865人

　【避難者の多い県等（県外）】
　　①　山形県　  12,607人
　　②　東京都       7,821人
　　③　新潟県       6,521人
　　④　埼玉県       4,289人

出展：ふくしま復興のあゆみ（第45版　令和８（2026）年３月25日）より抜粋
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⑶　今後の課題・取組
・　時間の経過とともに避難者の抱える課題は、生活、健康、福祉面など様々な点で
個別化・複雑化しており、生活再建支援拠点や復興支援員などによる相談対応や戸
別訪問などにより、生活再建や帰還に結び付くよう、関係機関と連携して適切な支
援に取り組んでいく。

・　避難者への支援について、引き続き、国が前面に立ち、必要な事業の財源確保や
支援措置などに最後まで責任を持って対応するよう求めていく。

福島第一原発事故に伴う損害の賠償状況等については以下のとおり。

⑴　原子力損害賠償制度の概要
ア　原子力損害の賠償に関する法律（昭和36（1961）年法律第147号）
Ａ　原子炉の運転等により生じた原子力損害は、原子力事業者が賠償責任を負う｡（無
　　過失責任、責任集中、無限責任）
Ｂ　原子力事業者に原子力損害を賠償するための措置（保険への加入等）を義務付け｡
Ｃ　和解の仲介や原子力損害の範囲を判定する指針の策定を行う原子力損害賠償紛争
　　審査会の設置について規定。

イ　原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成23（2011）年法律第94号。損害賠償に
　関する部分のみ記載）
Ａ　大規模な原子力損害が発生した場合において、原子力事業者の損害賠償のために
必要な資金の交付等を行い、原子力損害賠償の迅速かつ適切な実施等を図ることを
目的として支援機構を設置。

Ｂ　機構の主な業務
　⒜　負担金の収納業務
　　　機構の業務に要する費用として、原子力事業者から負担金の収納を行う。
　⒝　資金援助業務
　　　原子力事業者が損害賠償を実施する上で機構の援助を必要とするときは、機構
　は、運営委員会の議決を経て、資金援助（資金の交付、株式の引受け、融資、社
　債の購入等）を行う。

　⒞　情報提供業務
　　　損害賠償の円滑な実施を支援するため、電話相談窓口及び弁護士等の専門家
　チームによる巡回相談などにより、被害者からの相談に応じ必要な情報の提供及
　び助言を行う。

⑵　賠償基準等の概要
ア　原子力損害賠償紛争審査会について
（ｱ）指針の策定
　原子力損害賠償紛争審査会（原賠審）は、令和８（2026）年３月31日まで70回開催｡

２　損害賠償の状況について

Ａ　第13回（平成23（2011）年８月５日）において、農林漁業、商工業等の各分野の
　　専門委員調査結果を踏まえ、現時点での原子力損害の全体像として「中間指針」を
　　策定し、避難費用、営業損害、風評被害、間接被害などの損害を類型化。
Ｂ　第18回（平成23（2011）年12月６日）において、自主的避難者及び滞在者の精神
　　的損害を賠償対象とする「中間指針第一次追補」を策定。
Ｃ　第26回（平成24（2012）年３月16日）において、避難区域の見直し等に係る損害
　　について、「中間指針第二次追補」を策定。
Ｄ　第30回（平成25（2013）年１月30日）において、農林漁業・食品産業の風評被害
　　に係る「中間指針第三次追補」を策定。
Ｅ　第39回審査会（平成25（2013）年12月26日）において、避難指示の長期化等に伴
　　う損害に係る「中間指針第四次追補」を策定。
Ｆ　第63回審査会（令和４（2022）年12月20日）において、集団訴訟の確定判決等を
　　踏まえた指針の見直しに係る「中間指針第五次追補」を策定。

（ｲ）原子力損害賠償紛争解決センター
Ａ　被害者からの損害賠償請求について、弁護士である仲介委員が和解の仲介手続を
　　行う機関として設置
　⒜　平成23（2011）年８月29日　東京事務所開所
　⒝　平成23（2011）年９月13日　福島事務所開所（郡山市）
　⒞　平成24（2012）年７月２日　福島事務所支所開所
　　　　　　　　　　　　　　　　（福島市、南相馬市、いわき市、会津若松市）
Ｂ　総括基準の策定（平成24（2012）年２月14日～）
　　センターに申立てがなされた事件のうち、複数の事件に共通する項目に関して一
　　定の基準を示す総括基準が策定された。（仲介委員が行う和解の仲介にあたり参照
　　するもの）
Ｃ　和解実例の公表（平成24（2012）年４月27日～）
　　和解仲介実例は平成24（2012）年４月から令和８（2026）年３月まで計2,197例
　　が公表されている。

イ　賠償項目
（ｱ）避難等指示区域内の個人
精神的損害、避難・帰宅費用、一時立入費用、検査費用、生命・身体的損害、就労不
能損害、土地・建物・家財などの財物（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等を除
く）、立木、住居確保損害（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等を除く）、住宅
等の補修・清掃費用（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等が対象）等
（ｲ）避難等指示区域内の法人及び個人事業主
営業損害、検査費用、土地・建物、立木、棚卸資産、償却資産、住宅等の補修・清掃
費用（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等の個人事業主が対象）等
（ｳ）避難等指示区域外の個人
就労不能損害、立木、自主的除染費用（避難指示区域外のみが対象）

（ｴ）避難等指示区域外の法人及び個人事業主
風評被害、立木、自主的除染費用（避難指示区域外のみが対象）

（ｵ）自主的避難等対象区域（県北、県中、相双、いわき地域の23市町村）の住民及び県
　南地域（９市町村）の住民
精神的損害等

⑶　本県における賠償の状況
東京電力による本県分の賠償金支払い進捗状況は次のとおりである。（令和８
（2026）年３月31日現在）
支払済額　　約６兆６千億円

⑷　課　　題
◯　中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償については、対象者約148万人のうち９
割を超える方への支払いが完了している一方で、いまだ未請求の方が存在している。
未請求の理由としては、相続の発生や転居等により東京電力が請求書を送付できない
場合や、高齢者等による手続の困難さ等が考えられる。
　　このため、被害者が請求の機会を失うことのないよう、東京電力による丁寧な対応
を求めていくとともに、県としても関係機関と連携しながら、請求手続の周知や手続
支援等の取組を進めていく必要がある。
◯　ＡＬＰＳ処理水の取扱いについて、国及び東京電力において、万全な対策を講じて
もなお風評被害が発生する場合には、一律に賠償期間や地域、業種を限定することな
く迅速かつ確実な賠償がなされる必要がある。
◯　中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償以外では、中間指針等に基づき損害項目
ごとの賠償の枠組みが一つ一つ構築され、一律の賠償請求手続は一定程度進捗してい
るが、被害者が生活や事業の再建を果たすことができるよう、個別の事情についても
柔軟に対応し、被害の実態に見合った賠償が確実かつ迅速になされる必要がある｡

⑸　県の取組
◯　関係団体、市町村と共に、福島県原子力損害対策協議会として、国及び東京電力に対
し、被害の実態に見合った確実、迅速、十分な賠償を求めていくとともに、時効完成後
も損害がある限り最後まで賠償がなされるよう、必要な対応を要請していく｡
◯　被害者による円滑な賠償請求を支援するため、弁護士による法律相談、不動産鑑定
士による個別相談等の事業を実施する。
◯　未請求者への周知強化や請求機会の確保に向け、市町村や関係団体と連携し、県
の問合せ窓口の設置をはじめ、請求を促すための広報活動や相談対応等の取組を進
める。
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⑶　今後の課題・取組
・　時間の経過とともに避難者の抱える課題は、生活、健康、福祉面など様々な点で
個別化・複雑化しており、生活再建支援拠点や復興支援員などによる相談対応や戸
別訪問などにより、生活再建や帰還に結び付くよう、関係機関と連携して適切な支
援に取り組んでいく。

・　避難者への支援について、引き続き、国が前面に立ち、必要な事業の財源確保や
支援措置などに最後まで責任を持って対応するよう求めていく。

福島第一原発事故に伴う損害の賠償状況等については以下のとおり。

⑴　原子力損害賠償制度の概要
ア　原子力損害の賠償に関する法律（昭和36（1961）年法律第147号）
Ａ　原子炉の運転等により生じた原子力損害は、原子力事業者が賠償責任を負う｡（無
　　過失責任、責任集中、無限責任）
Ｂ　原子力事業者に原子力損害を賠償するための措置（保険への加入等）を義務付け｡
Ｃ　和解の仲介や原子力損害の範囲を判定する指針の策定を行う原子力損害賠償紛争
　　審査会の設置について規定。

イ　原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成23（2011）年法律第94号。損害賠償に
　関する部分のみ記載）
Ａ　大規模な原子力損害が発生した場合において、原子力事業者の損害賠償のために
必要な資金の交付等を行い、原子力損害賠償の迅速かつ適切な実施等を図ることを
目的として支援機構を設置。

Ｂ　機構の主な業務
　⒜　負担金の収納業務
　　　機構の業務に要する費用として、原子力事業者から負担金の収納を行う。
　⒝　資金援助業務
　　　原子力事業者が損害賠償を実施する上で機構の援助を必要とするときは、機構
　は、運営委員会の議決を経て、資金援助（資金の交付、株式の引受け、融資、社
　債の購入等）を行う。

　⒞　情報提供業務
　　　損害賠償の円滑な実施を支援するため、電話相談窓口及び弁護士等の専門家
　チームによる巡回相談などにより、被害者からの相談に応じ必要な情報の提供及
　び助言を行う。

⑵　賠償基準等の概要
ア　原子力損害賠償紛争審査会について
（ｱ）指針の策定
　原子力損害賠償紛争審査会（原賠審）は、令和８（2026）年３月31日まで70回開催｡

２　損害賠償の状況について

Ａ　第13回（平成23（2011）年８月５日）において、農林漁業、商工業等の各分野の
　　専門委員調査結果を踏まえ、現時点での原子力損害の全体像として「中間指針」を
　　策定し、避難費用、営業損害、風評被害、間接被害などの損害を類型化。
Ｂ　第18回（平成23（2011）年12月６日）において、自主的避難者及び滞在者の精神
　　的損害を賠償対象とする「中間指針第一次追補」を策定。
Ｃ　第26回（平成24（2012）年３月16日）において、避難区域の見直し等に係る損害
　　について、「中間指針第二次追補」を策定。
Ｄ　第30回（平成25（2013）年１月30日）において、農林漁業・食品産業の風評被害
　　に係る「中間指針第三次追補」を策定。
Ｅ　第39回審査会（平成25（2013）年12月26日）において、避難指示の長期化等に伴
　　う損害に係る「中間指針第四次追補」を策定。
Ｆ　第63回審査会（令和４（2022）年12月20日）において、集団訴訟の確定判決等を
　　踏まえた指針の見直しに係る「中間指針第五次追補」を策定。

（ｲ）原子力損害賠償紛争解決センター
Ａ　被害者からの損害賠償請求について、弁護士である仲介委員が和解の仲介手続を
　　行う機関として設置
　⒜　平成23（2011）年８月29日　東京事務所開所
　⒝　平成23（2011）年９月13日　福島事務所開所（郡山市）
　⒞　平成24（2012）年７月２日　福島事務所支所開所
　　　　　　　　　　　　　　　　（福島市、南相馬市、いわき市、会津若松市）
Ｂ　総括基準の策定（平成24（2012）年２月14日～）
　　センターに申立てがなされた事件のうち、複数の事件に共通する項目に関して一
　　定の基準を示す総括基準が策定された。（仲介委員が行う和解の仲介にあたり参照
　　するもの）
Ｃ　和解実例の公表（平成24（2012）年４月27日～）
　　和解仲介実例は平成24（2012）年４月から令和８（2026）年３月まで計2,197例
　　が公表されている。

イ　賠償項目
（ｱ）避難等指示区域内の個人
精神的損害、避難・帰宅費用、一時立入費用、検査費用、生命・身体的損害、就労不
能損害、土地・建物・家財などの財物（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等を除
く）、立木、住居確保損害（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等を除く）、住宅
等の補修・清掃費用（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等が対象）等
（ｲ）避難等指示区域内の法人及び個人事業主
営業損害、検査費用、土地・建物、立木、棚卸資産、償却資産、住宅等の補修・清掃
費用（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等の個人事業主が対象）等
（ｳ）避難等指示区域外の個人
就労不能損害、立木、自主的除染費用（避難指示区域外のみが対象）

（ｴ）避難等指示区域外の法人及び個人事業主
風評被害、立木、自主的除染費用（避難指示区域外のみが対象）

（ｵ）自主的避難等対象区域（県北、県中、相双、いわき地域の23市町村）の住民及び県
　南地域（９市町村）の住民
精神的損害等

⑶　本県における賠償の状況
東京電力による本県分の賠償金支払い進捗状況は次のとおりである。（令和８
（2026）年３月31日現在）
支払済額　　約６兆６千億円

⑷　課　　題
◯　中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償については、対象者約148万人のうち９
割を超える方への支払いが完了している一方で、いまだ未請求の方が存在している。
未請求の理由としては、相続の発生や転居等により東京電力が請求書を送付できない
場合や、高齢者等による手続の困難さ等が考えられる。
　　このため、被害者が請求の機会を失うことのないよう、東京電力による丁寧な対応
を求めていくとともに、県としても関係機関と連携しながら、請求手続の周知や手続
支援等の取組を進めていく必要がある。
◯　ＡＬＰＳ処理水の取扱いについて、国及び東京電力において、万全な対策を講じて
もなお風評被害が発生する場合には、一律に賠償期間や地域、業種を限定することな
く迅速かつ確実な賠償がなされる必要がある。
◯　中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償以外では、中間指針等に基づき損害項目
ごとの賠償の枠組みが一つ一つ構築され、一律の賠償請求手続は一定程度進捗してい
るが、被害者が生活や事業の再建を果たすことができるよう、個別の事情についても
柔軟に対応し、被害の実態に見合った賠償が確実かつ迅速になされる必要がある｡

⑸　県の取組
◯　関係団体、市町村と共に、福島県原子力損害対策協議会として、国及び東京電力に対
し、被害の実態に見合った確実、迅速、十分な賠償を求めていくとともに、時効完成後
も損害がある限り最後まで賠償がなされるよう、必要な対応を要請していく｡
◯　被害者による円滑な賠償請求を支援するため、弁護士による法律相談、不動産鑑定
士による個別相談等の事業を実施する。
◯　未請求者への周知強化や請求機会の確保に向け、市町村や関係団体と連携し、県
の問合せ窓口の設置をはじめ、請求を促すための広報活動や相談対応等の取組を進
める。
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⑶　今後の課題・取組
・　時間の経過とともに避難者の抱える課題は、生活、健康、福祉面など様々な点で
個別化・複雑化しており、生活再建支援拠点や復興支援員などによる相談対応や戸
別訪問などにより、生活再建や帰還に結び付くよう、関係機関と連携して適切な支
援に取り組んでいく。

・　避難者への支援について、引き続き、国が前面に立ち、必要な事業の財源確保や
支援措置などに最後まで責任を持って対応するよう求めていく。

福島第一原発事故に伴う損害の賠償状況等については以下のとおり。

⑴　原子力損害賠償制度の概要
ア　原子力損害の賠償に関する法律（昭和36（1961）年法律第147号）
Ａ　原子炉の運転等により生じた原子力損害は、原子力事業者が賠償責任を負う｡（無
　　過失責任、責任集中、無限責任）
Ｂ　原子力事業者に原子力損害を賠償するための措置（保険への加入等）を義務付け｡
Ｃ　和解の仲介や原子力損害の範囲を判定する指針の策定を行う原子力損害賠償紛争
　　審査会の設置について規定。

イ　原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成23（2011）年法律第94号。損害賠償に
　関する部分のみ記載）
Ａ　大規模な原子力損害が発生した場合において、原子力事業者の損害賠償のために
必要な資金の交付等を行い、原子力損害賠償の迅速かつ適切な実施等を図ることを
目的として支援機構を設置。

Ｂ　機構の主な業務
　⒜　負担金の収納業務
　　　機構の業務に要する費用として、原子力事業者から負担金の収納を行う。
　⒝　資金援助業務
　　　原子力事業者が損害賠償を実施する上で機構の援助を必要とするときは、機構
　は、運営委員会の議決を経て、資金援助（資金の交付、株式の引受け、融資、社
　債の購入等）を行う。

　⒞　情報提供業務
　　　損害賠償の円滑な実施を支援するため、電話相談窓口及び弁護士等の専門家
　チームによる巡回相談などにより、被害者からの相談に応じ必要な情報の提供及
　び助言を行う。

⑵　賠償基準等の概要
ア　原子力損害賠償紛争審査会について
（ｱ）指針の策定
　原子力損害賠償紛争審査会（原賠審）は、令和８（2026）年３月31日まで70回開催｡

Ａ　第13回（平成23（2011）年８月５日）において、農林漁業、商工業等の各分野の
　　専門委員調査結果を踏まえ、現時点での原子力損害の全体像として「中間指針」を
　　策定し、避難費用、営業損害、風評被害、間接被害などの損害を類型化。
Ｂ　第18回（平成23（2011）年12月６日）において、自主的避難者及び滞在者の精神
　　的損害を賠償対象とする「中間指針第一次追補」を策定。
Ｃ　第26回（平成24（2012）年３月16日）において、避難区域の見直し等に係る損害
　　について、「中間指針第二次追補」を策定。
Ｄ　第30回（平成25（2013）年１月30日）において、農林漁業・食品産業の風評被害
　　に係る「中間指針第三次追補」を策定。
Ｅ　第39回審査会（平成25（2013）年12月26日）において、避難指示の長期化等に伴
　　う損害に係る「中間指針第四次追補」を策定。
Ｆ　第63回審査会（令和４（2022）年12月20日）において、集団訴訟の確定判決等を
　　踏まえた指針の見直しに係る「中間指針第五次追補」を策定。

（ｲ）原子力損害賠償紛争解決センター
Ａ　被害者からの損害賠償請求について、弁護士である仲介委員が和解の仲介手続を
　　行う機関として設置
　⒜　平成23（2011）年８月29日　東京事務所開所
　⒝　平成23（2011）年９月13日　福島事務所開所（郡山市）
　⒞　平成24（2012）年７月２日　福島事務所支所開所
　　　　　　　　　　　　　　　　（福島市、南相馬市、いわき市、会津若松市）
Ｂ　総括基準の策定（平成24（2012）年２月14日～）
　　センターに申立てがなされた事件のうち、複数の事件に共通する項目に関して一
　　定の基準を示す総括基準が策定された。（仲介委員が行う和解の仲介にあたり参照
　　するもの）
Ｃ　和解実例の公表（平成24（2012）年４月27日～）
　　和解仲介実例は平成24（2012）年４月から令和８（2026）年３月まで計2,197例
　　が公表されている。

イ　賠償項目
（ｱ）避難等指示区域内の個人
精神的損害、避難・帰宅費用、一時立入費用、検査費用、生命・身体的損害、就労不
能損害、土地・建物・家財などの財物（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等を除
く）、立木、住居確保損害（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等を除く）、住宅
等の補修・清掃費用（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等が対象）等
（ｲ）避難等指示区域内の法人及び個人事業主
営業損害、検査費用、土地・建物、立木、棚卸資産、償却資産、住宅等の補修・清掃
費用（旧緊急時避難準備区域・旧屋内退避区域等の個人事業主が対象）等
（ｳ）避難等指示区域外の個人
就労不能損害、立木、自主的除染費用（避難指示区域外のみが対象）

（ｴ）避難等指示区域外の法人及び個人事業主
風評被害、立木、自主的除染費用（避難指示区域外のみが対象）

（ｵ）自主的避難等対象区域（県北、県中、相双、いわき地域の23市町村）の住民及び県
　南地域（９市町村）の住民
精神的損害等

⑶　本県における賠償の状況
東京電力による本県分の賠償金支払い進捗状況は次のとおりである。（令和８
（2026）年３月31日現在）
支払済額　　約６兆６千億円

⑷　課　　題
◯　中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償については、対象者約148万人のうち９
割を超える方への支払いが完了している一方で、いまだ未請求の方が存在している。
未請求の理由としては、相続の発生や転居等により東京電力が請求書を送付できない
場合や、高齢者等による手続の困難さ等が考えられる。
　　このため、被害者が請求の機会を失うことのないよう、東京電力による丁寧な対応
を求めていくとともに、県としても関係機関と連携しながら、請求手続の周知や手続
支援等の取組を進めていく必要がある。
◯　ＡＬＰＳ処理水の取扱いについて、国及び東京電力において、万全な対策を講じて
もなお風評被害が発生する場合には、一律に賠償期間や地域、業種を限定することな
く迅速かつ確実な賠償がなされる必要がある。
◯　中間指針第五次追補等を踏まえた追加賠償以外では、中間指針等に基づき損害項目
ごとの賠償の枠組みが一つ一つ構築され、一律の賠償請求手続は一定程度進捗してい
るが、被害者が生活や事業の再建を果たすことができるよう、個別の事情についても
柔軟に対応し、被害の実態に見合った賠償が確実かつ迅速になされる必要がある｡

⑸　県の取組
◯　関係団体、市町村と共に、福島県原子力損害対策協議会として、国及び東京電力に対
し、被害の実態に見合った確実、迅速、十分な賠償を求めていくとともに、時効完成後
も損害がある限り最後まで賠償がなされるよう、必要な対応を要請していく｡
◯　被害者による円滑な賠償請求を支援するため、弁護士による法律相談、不動産鑑定
士による個別相談等の事業を実施する。
◯　未請求者への周知強化や請求機会の確保に向け、市町村や関係団体と連携し、県
の問合せ窓口の設置をはじめ、請求を促すための広報活動や相談対応等の取組を進
める。

区分
個　人
事業者

支払済額
約４兆１千億円
約２兆５千億円

174

…………………………………………………………………………………177

…………………………………………………………………………179

…………………………………………………………183

……………………………………………………………………………185

……………………………………………………………189

…………………………………………………………………………192
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